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１ 組織改正の概要 

 現在 令 和 ４ 年 度 増   減 

部等   １１ １１ ±０  

出納事務局 １ １ ±０  

部内局 ４ ５ ＋１ 
増１ 

・デジタル推進局 

課 ９９ ９９ ±０ 

増４  

・ＳＤＧｓ推進課 

・脱炭素社会推進課 

・産業デジタル推進課 

・森林活用推進課 

減４  

・環境企画課 

・新産業・エネルギー振興課 

・家畜伝染病対策課 

・恵みの森づくり推進課 

課内室 ３０ ２８ ▲２ 

増２  

・森林吸収源対策室 

・木造建築推進室 

減４  

・ＳＤＧｓ推進室 

・ＩＴ利用促進室 

・東京オリンピック・パラリン 

ピック農産物販売対策室 

・１００年の森づくり推進室 

現地機関 
(支所を含む) 

１２１ １２１ ±０  

Ⅲ 令和４年度組織の見直し 
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２ 組織の新設・強化 

 

（１）ウィズ・コロナからアフター・コロナへ 

① ウィズ・コロナ ～生命と暮らしを守る～ 

 

○感染症対策推進課に「感染症対策第三係」、同課ワクチン接種対策室に「市町

村支援第三係」を新設 

 

・感染拡大時における保健所や市町村との連絡調整体制を強化するとともに、突発的

な事案に迅速に対応できる体制を整備 

・ワクチン接種に係る市町村との連携体制を強化 

 

  
○保健所の体制強化 

・感染症対応業務に従事する保健師を増員 

・各保健所で実施している精神障害者保健福祉手帳等の交付業務を精神保健福祉セン

ターに集約・一元化 

  

 

② アフター・コロナ ～未来を創る～ 

 

○清流の国推進部に「デジタル推進局」を新設 

・「岐阜県デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」のもと、県のＤＸ

施策を統括し、行政を含めたあらゆる分野のデジタル化を推進 

 

○商工労働部に「産業デジタル推進課」を新設 

・県内企業のデジタル化に係る施策を総括し、産業部門におけるＤＸ化の支援体制を

強化 
 

 

○清流の国推進部に「ＳＤＧｓ推進課」を新設  

・地方創生を推進する原動力であり、アフター・コロナを見据えた取組みを進めてい

くうえで、重要な指針ともなるＳＤＧｓを「オール岐阜」で推進する体制を強化 

 

○環境生活部に「脱炭素社会推進課」を新設 

・２０５０年「脱炭素社会ぎふ」の実現に向け、脱炭素に係る施策を部局横断的に調

整、牽引するとともに、「オール岐阜」による推進体制を構築 
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○商工政策課を「商工・エネルギー政策課」に改称 

同課に「エネルギー対策監」を新設 

・令和３年度中に改定する「岐阜県エネルギービジョン」に基づき、再生可能エネル

ギーの開発支援や普及促進など、産業部門の脱炭素化に資する取組みを推進 

 

○林政部に「森林活用推進課」を新設 

・豊かな価値を有する森林空間を健康、観光、教育等の多様な分野において活用し、

山村地域の雇用と収入を創出するための推進体制を構築 

 

○森林活用推進課に「森林吸収源対策室」を新設 

・森林吸収源対策の岐阜県モデルを構築し、脱炭素社会に貢献する森林づくりを推進 

 

○県産材流通課に「木造建築推進室」を新設 

・住宅分野以外の都市の木造化を進め、県産材の需要拡大を促進 
 

 

 

 

（２）未来を見据えた「清流の国ぎふ」づくり 

① 「清流の国ぎふ」を支える人づくり 

（ｉ）未来を支える人 

 

○農産園芸課に「清流の国ぎふ花と緑の振興センター」を新設 

・花き産業の振興と担い手育成に係る取組みを強化する体制を構築 

 

○商工労働部に「産業デジタル推進課」を新設（再掲） 
  

（ⅱ）誰もが活躍できる社会 

 

○文化創造課に「国民文化祭・全国障害者芸術・文化祭推進監」、文化伝承課に

「全国高等学校総合文化祭推進監」を新設 

・令和６年度に本県で開催予定の「国民文化祭」、「全国障害者芸術・文化祭」及び「全

国高等学校総合文化祭」の開催準備に向けた体制を強化 
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○地域スポーツ課地域スポーツ係を「地域・パラスポーツ振興係」に、競技 

スポーツ課障がい者スポーツ係を「競技パラスポーツ係」に改称・強化 

・「第２期 清流の国ぎふスポーツ推進計画」のもと、パラスポーツの更なる振興を図

るため、健康福祉部が所管するパラスポーツ振興業務を、スポーツを所管する清流

の国推進部に移管し、一体的に推進 

 
 

 

② 健やかで安らかな地域づくり 

（ｉ）健やかで安らかに暮らせる地域 

 

○子ども相談センターの体制強化 

・児童相談業務に対応する児童福祉司等を増員 

・中央子ども相談センターに、虐待通告対応等に係る市町村への技術的支援や職員派

遣などの人的支援を行う連携支援課を新設し、県内市町村への支援体制を強化 

 

○中央子ども相談センターに地域連携課を新設し、岐阜市及び県警と同一フロ

アに駐在 

・中央子ども相談センターに新設する地域連携課を岐阜市（子ども・若者総合支援セ

ンター）及び県警察（少年サポートセンター）とともに岐阜市施設（エールぎふ）

内に駐在させ、児童虐待事案の初動対応を強化 

 

○感染症対策推進課に「感染症対策第三係」、同課ワクチン接種対策室に「市町

村支援第三係」を新設（再掲） 

 

○保健所の体制強化（再掲） 

 
 

（ⅱ）誰もが暮らしやすい安全な地域 

 

○岐阜駅周辺鉄道高架工事事務所の体制強化 

・名鉄名古屋本線の高架化事業に本格着手するため、人員体制を強化するとともに、

岐阜市と設置する現地合同事務所に移転 
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③ 地域にあふれる魅力と活力づくり 

（ｉ）地域の魅力の創造・伝承・発信 

 

○文化創造課に「国民文化祭・全国障害者芸術・文化祭推進監」、文化伝承課に

「全国高等学校総合文化祭推進監」を新設（再掲） 
  

（ⅱ）次世代を見据えた産業・農林畜水産業の振興 

 
○商工労働部に「産業デジタル推進課」を新設（再掲）  

  

○商工政策課を「商工・エネルギー政策課」に改称（再掲） 

同課に「エネルギー対策監」を新設（再掲） 

 

  

○農産園芸課に「清流の国ぎふ花と緑の振興センター」を新設（再掲）  

  

○林政部に「森林活用推進課」を新設（再掲）  

  

○森林活用推進課に「森林吸収源対策室」を新設（再掲）  

  

○県産材流通課に「木造建築推進室」を新設（再掲）  
  

 

 


